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強い経済の実現と健全で持続可能な地方行財政基盤の確立に向けて

資料４



人口減少や少子高齢化など、様々な課題に直面している中、国民生活に広く密接な関わりのある分野を所掌する総務省として、
「今の暮らしや未来への不安を希望に変え、強い経済を作る」との高市内閣の基本方針の下、次の取り組みを推進
〇 地方の大きな「伸び代」を活かすため、地域未来戦略の推進に向け、地域AXなどを推進
〇 強い経済の実現・経済安全保障の確保等に向け、情報通信等について、「危機管理投資」と「成⾧投資」を促進

地方の大きな「伸び代」を活かす

地方の大きな「伸び代」を活かし、強い経済を実現する
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１７の戦略分野における「官民投資ロードマップ」に基づき、
「危機管理投資」と「成⾧投資」を促進

〇 情報通信については、

危機管理投資・成⾧投資

 ワット・ビット連携による、データセンターをオール
光ネットワークで接続するネットワーク基盤の構
築と地域でのAIサービス創出を推進

 非地上系ネットワーク(NTN)等の次世代ワイヤレス
の開発・実装、自動運転等の基盤整備を通じた需
要創出

〇 実写コンテンツの製作力強化・海外展開等を推進

〇 サイバーセキュリティの研究開発・人材育成・情報分析、
国産技術・国内産業の育成に資するエコシステム形成支援、
偽・誤情報対策等の利用環境整備

自治体セキュリティの実効性確保に向けた抜本的対策強化
（サプライチェーン・リスク対策、インシデント対応強化に向けた基盤整備等）

DCDC

NTN

敷設・保守船

強い経済の実現

 海底ケーブルの敷設・保守体制の確保、多ルート化や
陸揚局の地方分散等による、「ハブ」機能の維持・拡大

地域AXの推進

地域の
中核企業

地域への波及

〇 令和8年度地方財政計画に計上した地域未来基金
費も活用し、それぞれの地域の実情に応じ展開

〇 併せて、自治体AX・消防AXを推進

ウイスキーのブレンドに
AIを活用

○ 地域の中堅・中核企業（コネクター・
ハブ）におけるAI導入を一気呵成に進め、
「大企業を一気に追い抜く」ための支援の
強化に向け、「地域AX」を推進。地方の

地域未来戦略

ローカル5G等を活用した
地域鉄道AIインフラ保守

 地域未来戦略の一環として都道府県等が策定する
「地域産業クラスター計画」等に、地域の中堅・中核
企業におけるAI活用が盛り込まれるよう伴走支援

 ローカル10,000プロジェクトに「地域AX特別枠」
（仮称）を設け、地域内外に拡がりが期待できるよ
うな、AIを活用した地域密着型の新規事業立上げ
を支援

 地域社会DX推進パッケージ事業に 「地域AX先導
タイプ」（仮称）を設け、AI等のデジタル技術を活
用した先進的な地域課題解決プロジェクトの創出を
支援

伸び代を成⾧に転換



地方の「暮らし」と「安全」を守る

〇 地場産業等の担い手確保に向けた地域おこし協力隊の
任期延⾧特例の導入、地域活性化起業人のマッチング支援
の強化、特定地域づくり事業協同組合の設立・運営支援

〇 ポータルサイト事業者などに支払う手数料等をできる限り縮減し、
自治体事業に活用できる寄附金の割合を高める。

〇 郵便局をコミュニティ・ハブとして、地域の重要な生活
インフラとしての役割を拡大・推進

関係人口の創出等

コミュニティハブとしての郵便局

地方の「暮らし」と「安全」を守る
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〇 地方の「暮らし」と「安全」を守るため、関係人口の創出などにより地域活性化を推進するとともに、消防防災力を強化
〇 人口減少や少子高齢化等に対応した行政サービス提供体制を構築

ふるさと住民登録制度

地域おこし協力隊等

ふるさと納税 緊急消防援助隊・消防団の充実強化

消防AXの推進

〇 大分市大規模火災の教訓を踏まえ、

消防防災力の強化

〇 「消防技術戦略ビジョン」に基づき、

119番応答を
AIがサポート

ドローンでの消火活動

要救助者の捜索に
ロボットを活用

 AIやロボット・ドローンを活用し、CBRNE
や大規模災害等に対する消防力を高度化

 救急需要が増加する中、119番通報や
♯7119※の応答・判断をAIがサポート

※ 救急車を呼ぶか迷った時等の電話相談窓口

〇 消防防災についても、国土強靭化方針等に基づき、
「危機管理投資」と「成⾧投資」を促進

大容量小型ポンプ車

〇 人材不足やデジタル技術の進展に対応して、国・都道府県・市町村の事務配分を最適化。新たな役割分担の考え方を検討

〇 DXによる窓口業務のオンライン完結や自動化を推進。
さらにAIによる自治体業務の構造変革を目指す。

広域連携自治体DX/AX

新たな時代の役割分担と広域連携 人口減少等に対応した行政サービス提供体制の構築

〇 都道府県の補完・支援と市町村間の水平
連携による自治体間連携の体系化を推進

〇 連携中枢都市圏や広域リージョン連携を拡
充・制度化

〇 都道府県・市町村が連携したDX推進体制の下、
市町村支援のために都道府県人材プールの充実を支援

業務の自動化

農業技術の習得

〇 関係人口を可視化し、地域の担い手確保等につなげ
るため、ガイドラインによる円滑な運用の支援に加え、ア
プリによる効果的な情報発信等の検討支援・実証を行
うモデル事業を実施し、今年度中の制度導入を目指す。
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＜地域の担い手確保＞

ふるさと住民への情報提供・
サポート施策の提供自治体

 緊急消防援助隊の車両・資機材等を充実強化
 小型・軽量な資機材の整備、ドローン技術の取
得等により、消防団の災害対応力を向上

［首都直下地震時等の大規模火災にも有効］



強い地域経済と持続可能な地方行財政基盤の構築
〇 全国どこに住んでいても、安全に生活することができ、必要な医療・福祉や質の高い教育を受けることができ、働く場所があるというの

が目指すべき姿。こうした社会を実現するため、強い地域経済とこれを支える持続可能な地方行財政基盤の構築に取り組む。

 上下水道等の老朽化対策、公共施設の
集約化・複合化等のインフラマネジメントの強化

 公立病院の厳しい経営環境が続く中で、
持続可能な地域医療提供体制を確保

 自然災害の頻発化・激甚化を踏まえ、
防災・減災対策を推進

 経済・物価動向等を適切に反映し、一般財源総額を確保
 令和８年度与党税制改正大綱に基づき、軽油引取税等の当分の間税

率・環境性能割の廃止に伴う地方団体の安定財源の確保に向け、検討

 引き続き臨時財政対策債に頼らない財政運営を目指すとともに、
特例的な債務残高を縮減

持続可能な行政サービスの提供
地域を支える持続可能な公共インフラ・サービスの確保

地方の一般財源総額の確保

地方財政の健全化

〇 都市も地方もお互いに支え合うという基本的考えに立ち、今こそ偏在性の小さい地方税体系の構築に向けた具体的な取組みを講ずる必要

都市・地方の持続可能な発展のための地方税体系の構築

 特に偏在度の高い地方法人課税における税源の偏在を是正する追加的な措置として、新たに法
人事業税資本割を特別法人事業税・譲与税の対象とするとともに、所得割・収入割に係る特別法
人事業税・譲与税の割合を高めるなどの措置を検討し、令和９年度税制改正において結論を得
る。 ※ 東京都の資本割の税収シェア 32.5％（R6決算）
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東京都の財源超過額※の推移

※ 普通交付税の算定において、基準財政収入額が基準財政需要額を上回る額

 東京都が課税する特別区の土地に係る固定資産税について、著しく税収が偏在している状況に
鑑み、その課税の仕組みや、東京都と特別区の事務配分の特例、都区財政調整制度といった東
京都特有の制度への影響等を踏まえつつ、必要な措置を検討し、令和９年度以降の税制改正に
おいて結論を得る。 ※ 特別区の土地に係る固定資産税（東京都が課税）の税収シェア 21.7％（R6決算）

老朽管路の改修

キッチンカー（厨房施設）
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〇 都道府県における産業クラスターの形成・拡大や、地場産業の
付加価値向上・販路開拓を推進(R8:地域未来基金費0.4兆円)

〇 公立高校や公立高専等における地域の発展を
支える人材育成に向けた取組の推進
(R8:高等学校教育改革等推進事業費0.1兆円)

〇 地域における物価高を上回る賃上げの実現のため、官公需の価格転
嫁の取組を更に推進
 引き続き自治体に継続的な助言・フォローアップを行い、結果を「見える化」
 価格転嫁に必要な財源を確保するとともに、自治体の価格転嫁の取組を、
普通交付税の算定に反映

強い地域経済の実現

官公需の価格転嫁

地域未来戦略の推進

地域を支える人材育成

高校の施設整備


